
貸　借　対　照　表
(平成28年３月31日現在)

( 資 産 の 部 ) 百万円 ( 負 債 の 部 ) 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

販 売 権

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

189,419

110,057

198

49,179

15,189

985

6,351

828

4,219

2,432

△23

166,984

78,188

37,184

1,237

2,714

188

3,068

29,555

271

3,970

13,120

4,675

6,089

2,295

60

75,674

2,338

58,765

1,912

603

3,971

8,336

△253

流 動 負 債 38,578

買 掛 金 13,785

未 払 金 11,198

未 払 費 用 5,499

未 払 法 人 税 等 3,899

預 り 金 568

返 品 調 整 引 当 金 677

賞 与 引 当 金 2,468

そ の 他 481

固 定 負 債 23,252

長 期 未 払 金 1,081

退 職 給 付 引 当 金 16,247

役員退職慰労引当金 1,115

長 期 リ ー ス 債 務 199

長 期 前 受 収 益 2,858

そ の 他 1,749

負 債 合 計 61,830

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 293,239

資 本 金 29,804

資 本 剰 余 金 14,935

資 本 準 備 金 14,935

利 益 剰 余 金 248,500

利 益 準 備 金 7,451

その他利益剰余金 241,049

固定資産圧縮積立金 3,631

繰 越 利 益 剰 余 金 237,418

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,333

その他有価証券評価差額金 1,333

純 資 産 合 計 294,573

資 産 合 計 356,403 負 債 純 資 産 合 計 356,403

－ 1 －



損　益　計　算　書

( 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで )

百万円

売 上 高 198,422

売 上 原 価 73,691

売 上 総 利 益 124,730

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 161

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 105,052

営 業 利 益 19,516

営 業 外 収 益 4,817

受 取 利 息 18

受 取 配 当 金 3,589

雑 収 入 1,209

営 業 外 費 用 28

雑 損 失 28

経 常 利 益 24,305

特 別 利 益 1

固 定 資 産 売 却 益 1

特 別 損 失 113

固 定 資 産 処 分 損 113

税 引 前 当 期 純 利 益 24,193

法人税、住民税及び事業税 6,502

法 人 税 等 調 整 額 △135

当 期 純 利 益 17,826

－ 2 －



株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金
繰越利益剰余金

平成2 7年４月１日　期首残高 29,804 14,935 14,935 7,451 3,630 219,591 230,673 275,413

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立 83 △83 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 △82 82 － －

当 期 純 利 益 17,826 17,826 17,826

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 0 17,826 17,826 17,826

平成2 8年３月31日　期末残高 29,804 14,935 14,935 7,451 3,631 237,418 248,500 293,239

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成27年４月１日　期首残高 2,048 2,048 277,461

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立 －

固定資産圧縮積立金の取崩 －

当 期 純 利 益 17,826

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△714 △714 △714

事業年度中の変動額合計 △714 △714 17,111

平成2 8年３月31日　期末残高 1,333 1,333 294,573

－ 3 －



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式　　 移動平均法による原価法

② その他有価証券

　 時価のあるもの　　　　　　　 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産

　　　　　　　　　　　　　　　　直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　 時価のないもの　　　　　　　 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 製品、商品、仕掛品　　　　　　 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基

　　　　　　　　　　　　　　　　　づく簿価切下げの方法により算定)

② 原材料　　　　　　　　　　　　 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

　　　　　　　　　　　　　　　　　基づく簿価切下げの方法により算定)

③ 貯蔵品　　　　　　　　　　　　 最終仕入原価法

ただし、販促物品については移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定)

(4) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

   (リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を適

用しております。

なお、耐用年数については、経済的耐用年数に基づいており

ます。

② 無形固定資産

　 (リース資産を除く)

定額法を採用しております。販売権及び商標権は、経済的耐

用年数(10年)に基づいて償却しております。自社利用ソフト

ウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づ

いて償却しております。

③ リース資産　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

　　　　　　　　　　　　　　　　　採用しております。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。
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(6) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

 　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

　　　　　　　　　　　　　　　　　 については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　　 を計上しております。

② 返品調整引当金　　　　　　　　　返品による損失に備えるため、返品見込損失額のうち当事

                                   業年度の負担額を計上しております。

③ 賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

                                   事業年度に負担すべき額を計上しております。

④ 退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日におけ

                                   る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

                                   おります。

　 　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

                                   以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

                                   す。

　 　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

                                   の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

                                   按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

                                   おります。

⑤ 役員退職慰労引当金　　　　　    役員及び執行役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内

                                   規に基づく期末要支給額を計上しております。

(7) リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買処理に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(8) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法　　　　　　    原則的処理方法である繰延ヘッジ処理を採用しておりま

                                   す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　  ヘッジ手段　デリバティブ取引(為替予約取引及び金利ス

                                               ワップ取引)

 ヘッジ対象　相場変動等による損失の可能性があり、相場

             変動等が評価に反映されていないもの及びキ

             ャッシュ・フローが固定され、その変動が回

             避されるもの

③ ヘッジ方針　　　　　　　　　　  為替相場変動リスク及び金利変動リスクの回避を目的と

                                   しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(9) その他の計算書類の作成に関する重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 182,116百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 保証債務

　関係会社の金融機関からの借入金に対して次のとおり債務保証を行っております。

大正エム・ティ・シー株式会社(子会社) 300百万円

合計 300百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権債務

①　短期金銭債権 793百万円

②　短期金銭債務 651百万円

③　長期金銭債務 206百万円

３．損益計算書に関する注記

 関係会社との取引高

①　売上高 916百万円

②　仕入高 5,014百万円

③　販売費及び一般管理費 4,146百万円

④　営業取引以外の取引高 402百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 300,465千株 － － 300,465千株

－ 6 －



５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 313百万円

未払費用 1,432百万円

支払研究費等 919百万円

賞与引当金 757百万円

退職給付引当金 4,955百万円

役員退職慰労引当金 340百万円

長期前払研究費用 817百万円

販売権 779百万円

長期前受収益 988百万円

その他 1,774百万円

繰延税金資産小計 13,079百万円

評価性引当額 △261百万円

繰延税金資産合計 12,817百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △585百万円

固定資産圧縮積立金 △1,594百万円

前払年金費用 △2,340百万円

その他 △107百万円

繰延税金負債合計 △4,626百万円

繰延税金資産の純額 8,191百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 32.9％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.6％

住民税均等割 0.2％

税額控除 △5.6％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.3％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.3％
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(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」(平成28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の計算において使用した32.1％か

ら平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については30.7％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については、30.5％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は394百万円減少

し、法人税等調整額が425百万円、その他有価証券評価差額金が30百万円、それぞれ増加しておりま

す。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　　当社は、資金運用については資金管理要綱に基づき短期的な預金及び安全性の高い金融資産に

　限定しております。また、デリバティブ取引については、投機的な取引は行わない方針です。

②　金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制

　　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、当該リスクに関しては、与信管

　理規程に沿って残高管理を行いリスクの低減を図っております。

　　投資有価証券は、株式であります。市場価格の変動リスク、株式発行体の信用リスクに晒され

　ておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

　　金銭債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期限とな

　っております。流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成するなどの方法により管

　理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

　れた価額が含まれております。

－ 8 －



(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

(単位：百万円)

貸借対照表計上額(＊) 時価(＊) 差額

① 現金及び預金 110,057 110,057 －

② 売掛金

   貸倒引当金

49,179

(23)

49,156 49,156 －

③ 投資有価証券

　 　その他有価証券 1,918 1,918 －

④ 買掛金 (13,785) (13,785) －

⑤ 未払金 (11,198) (11,198) －

⑥ 未払法人税等 (3,899) (3,899) －

 (＊) 金銭債権の控除科目及び負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 (注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　①現金及び預金、②売掛金、④買掛金、⑤未払金及び⑥未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　③投資有価証券

株式の時価は、取引所の価格によっております。

２．非上場株式(投資有価証券　貸借対照表計上額419百万円、関係会社株式　貸借対照表計上額

58,765百万円)、関係会社出資金(関係会社出資金　貸借対照表価額1,912百万円)は市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められていることから、時価開示の対象としてお

りません。
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７．関連当事者との取引に関する注記
(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

親会社の
子会社

大正富山医薬品㈱ -
当社製商品の
販売
役員の兼任

当社製商品
の販売(注)

46,227 売掛金 21,507

 (注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場の実勢価格を勘案し、取引の都度交渉の上で決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 980円39銭

(2) １株当たり当期純利益 59円33銭

９．その他

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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